
労働者の健康障害防止に向けた
改正安衛法に基づく化学物質管理の促進

～リスクアセスメントについて～

2 0 1 7 . 2 . 8 .
リスクコミュニケーション



【改正趣旨】
今回の改正は、人に対する一定の危険有害性が明らかになっている化学物質について、起こりうる労働災害を未然に防

ぐため、事業者及び労働者がその危険有害性を認識し、事業者がリスクに基づく必要な措置を検討・実施する仕組みを創
設するものであり、労働安全衛生法施行令別表第9及び別表第3第1号に掲げる640の化学物質及びその製剤について、①
譲渡又は提供する際の容器又は包装へのラベル表示、②安全データシート（SDS) の交付及び③化学物質等を取り扱う際
のリスクアセスメントの3つの対策を講じることが柱である。

化学物質のリスクアセスメントの義務化※1及びラベル表示義務対象の拡大※2について
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石綿等 重度の健康障害あり
（十分な防止対策なし）
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（特にリスクの高い業務あり）ＰＣＢ等
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※1：平成26年6月の労働安全衛生法改正による。※2：平成27年6月の労働安全衛生法施行令の改正による。 ■施行日 平成28年6月1日

平成29年1月1日現在
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＜法律上の実施義務＞
1.対象物を原材料などとして新規に採用したり、変更したりするとき
2.対象物を製造し、または取り扱う業務の作業の方法や作業手順を新規に採用したり

変更したりするとき
3.前の２つに掲げるもののほか、対象物による危険性または有害性などについて変化

が生じたり、生じるおそれがあったりするとき
※新たな危険有害性の情報が、SDSなどにより提供された場合など

１．リスクアセスメントの実施時期

＜指針による努力義務＞
1.労働災害発生時

※過去のリスクアセスメント（RA）に問題があるとき
2.過去のRA実施以降、機械設備などの経年劣化、労働者の知識経験などリスクの状況に

変化があったとき
3.過去にRAを実施したことがないとき

※施行日前から取り扱っている物質を、施行日前と同様の作業方法で取り扱う場合で、
過去にRAを実施したことがない、または実施結果が確認できない場合



特定された危険性または有害性による
リスクの見積り

リスクの見積りに基づく
リスク低減措置の内容の検討

2 ．リスクアセスメントの流れ

リスクアセスメント結果の労働者への周知

リスクアセスメント

リスクアセスメントは以下のような手順で進めます。

リスク低減措置の実施

ステップ２

ステップ３

ステップ４

ステップ５

化学物質などによる危険性または有害性の特定ステップ１
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リスクの見積もりフロー

それぞれの製品、原料のSDSに記載されているGHS分類から危険有害性を確認

・使用物質と業務（作業）のリストアップ（一覧表を作る）
・SDSで危険有害性を確認

ステップ１
重要！

作業 使用物質 危険有害性 リスクの見積もり …

塗料調合 塗料A・シンナーA’ 引火性・急性毒性・生殖毒性

塗料B・塗料B’ 引火性・皮膚腐食性

塗装 塗料A・シンナーA’ 引火性・急性毒性・生殖毒性

塗料B・塗料B’ 引火性・皮膚腐食性

機器洗浄 シンナー 引火性・急性毒性

洗浄剤 皮膚刺激性・発がん性

危険性はあるか
（物理化学危険性：爆発性、引火
性、酸化性、自己反応性など）

有害性はあるか
（健康有害性：急性毒性、皮膚・
眼腐食性、感作性、発がん性、生
殖毒性など）

危険性のリスクアセスメント 有害性のリスクアセスメント

終了

あり

なし なし

あり

※ばく露防止に
努めます

①手元のSDSを確認
②なければ納入業者

から取り寄せ
③データベースを活

用
・職場のあんぜんサ

イトモデルSDS
・NITE-CHRIP
・日化協BIG Dr



労働安全衛生規則 第34条の2の7第2項

（法第57条の3第1項の危険性又は有害性等の）調査は、対象物を製造し、又は取り扱う業務ごとに、
次に掲げるいずれかの方法（調査のうち危険性に係るものにあっては、ア又はウに掲げる方法に限
る。）により、又はこれらの方法の併用により行わなければならない。
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リスクアセスメントの方法

リスク ＝ 発生可能性 × 重篤度（影響度）

リスクの概念（基本）

この考え方を踏まえつつ、法令で規定

ア．対象物が労働者に危険を及ぼし、または健康障害を生ずるおそれの程度（発生可能性）と、
当該危険または健康障害の程度（重篤度）を考慮する方法

イ．労働者が対象物にさらされる程度（ばく露濃度など）と当該対象物の有害性の程度(許容濃度
等）を考慮する方法

ウ．その他、アまたはイに準じる方法

有害性の程度 × ばく露の程度（健康影響の場合には）
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実施方法 危険性 有害性

ア．対象物が労働者に危険を
及ぼし、または健康障害を
生ずるおそれの程度（発生
可能性）と、当該危険また
は健康障害の程度（重篤
度）を考慮する方法

①マトリクス（負傷又は疾病の重篤度と可能性の度合いを横軸と縦軸
とした表）を用いた方法

②数値化による方法
③枝分かれ図を用いた方法

①プロセス災害シナリオからその事
象の発生可能性と重篤度を考慮す
る方法

－

イ．労働者が対象物にさらさ
れる程度（ばく露濃度な
ど）と当該対象物の有害性
の程度(許容濃度等）を考
慮する方法

－ ①労働者へのばく露濃度を測定
し、当該物の許容濃度等と比
較する方法

②労働者へのばく露濃度を推定
し、当該物の許容濃度等と比
較する方法

ウ．その他、アまたはイに準
じる方法

①安衛法令に調査対象物に係る危険又は健康障害を防止するための具
体的な措置が規定されている場合において、当該規定を確認する方法

②ＳＤＳに記載されている危険性の
種類（例えば「爆発物」など）を確
認し、同種の危険性を有するものに
対する具体的措置の規定を確認する
方法

－

リスクアセスメントの方法
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｢コントロール・バンディング｣は簡易なリスクアセスメント手法の一つで、ILO（国際労働機関）が、
開発途上国の中小企業を対象に、有害性のある化学物質から労働者の健康を守るために、簡単で実用
的なリスクアセスメント手法を取り入れて開発した化学物質の管理手法です。
厚生労働省のホームページ「職場のあんぜんサイト」で、支援システムを提供しています。
必要な情報を入力すると、リスクレベルと、それに応じた対策シートが得られます。

リスクの見積り 例：コントロール・バンディング

コントロール・バンディングの特徴
・簡単で補完的な手法
・専門的知識が不要
・特別な費用がかからない

リスクアセスメントの義務化に対応
・最低限の義務として履行可能なものを提示
・零細企業においても取り組み可能なツール
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リスクの見積り 例：コントロール・バンディング

Step 1 リスクアセスメントを行う作業を選ぶ

（厚労省方式）

タイトル、担当者
名、作業場所

入力は任意 最後に出力され
るレポートに表
示されます

作業内容 貯蔵及び保管
野積み
粉じん処理
充填及び輸送
移送及び輸送
充填
計量

混合
選別
塗装
洗浄及び
メッキ
乾燥
成形
その他

対策シートの選
択に使用されま
す

作業者数 10人未満
10人～49人
50人～99人
100人～299人
300人以上

通常作業での人
数を選びます

液体・粉体 どちらかを選択 気体には使えま
せん

化学物質の数 その作業で取り扱うことに
なる化学物質の種類の数を
入力

空気中への発散性の選択に使われます
そのほかの項目はリスクレベル判定に
影響を与えません
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リスクの見積り 例：コントロール・バンディング

Step 2 作業条件を入力

（厚労省方式）

政令番号：
化学物質名称

GHS分類区分

いずれかの方法で対象物の名称とGHS分類を入力
・法令の対象物質を選択

「一覧から選択」を押す
→物質を選ぶ（入力される）
→「反映」を押す
→GHSクラス区分が自動入力される※要確認

・任意の製品名を手入力（シンナーAなど）
「選択」を押す
→手元のSDSを見てGHSクラス区分を手入力

沸点 対象物の沸点を入力

取扱温度 作業場における対象物の取扱温度を入力

取扱量単位
（選択）

kL（取扱量ランク：多量）
L（取扱量ランク：中量）
mL（取扱量ランク：少量）

Step 1 で液体を選んだ場合

物理的形状 微細な軽い粉体（例：セメント、カーボンブラックなど）
結晶状・顆粒状（例：洗濯用洗剤など）
壊れないペレット（例：錠剤など）

取扱量単位 ton（取扱量ランク：多量）
kg（取扱量ランク：中量）
g（取扱量ランク：少量）

Step 1 で粉体を選んだ場合

液体のとき

粉体のとき

有害性レベルの判定に使われます

発散性の判定に使われます
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リスクの見積り 例：コントロール・バンディング

液体 → 沸点と取扱温度の関係から揮発性を３
段階に判定

粉体 → 粉体の形状から発散性を３段階に判定
微細な軽い粉体・・・・高飛散性
結晶状・顆粒状・・・・中飛散性
壊れないペレット・・・低飛散性

有害性レベルの判定 発散性（揮発性・飛散性）の判定

レベル ＧＨＳ分類における健康有害性クラスと区分

A

・皮膚刺激性
・眼刺激性
・吸引性呼吸器有害性
・その他のグループに分類されない粉体、蒸気

区分２
区分２
区分１，２

B
・急性毒性
・特定標的臓器（単回ばく露）

区分４
区分２

Ｃ

・急性毒性
・皮膚腐食性
・眼損傷性
・皮膚感作性
・特定標的臓器（単回ばく露）
・特定標的臓器（反復ばく露）

区分３
区分１
区分１
区分１
区分１
区分２

D

・急性毒性
・発がん性
・特定標的臓器（反復ばく露）
・生殖毒性

区分１，２
区分２
区分１
区分１，２

Ｅ
・生殖細胞変異原性
・発がん性
・呼吸器感作性

区分１，２
区分１
区分１

S

・急性毒性（経皮）
・皮膚腐食・刺激性
・眼損傷性・刺激性
・皮膚感作性
・特定標的臓器（単回・反復）（経皮）

区分１～４
区分１，２
区分１，２
区分１
区分１，２

低揮発性

中揮発性

高揮発性
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低 中 高 低 中 高

少量 1 1 1 1 1 1
中量 1 1 2 1 1 2
多量 1 1 2 1 2 2

少量 1 1 1 1 1 1
中量 1 2 2 1 2 2
多量 1 2 3 1 3 3

少量 1 2 2 1 1 2
中量 2 3 3 2 3 3
多量 2 4 4 2 4 4

少量 2 3 3 2 2 3
中量 3 4 4 3 4 4
多量 3 4 4 3 4 4

有害性ランクA（ステップ1）

（ステップ2）
使用量

（ステップ3）
液体（揮発性） 粉体（飛散性）

有害性ランクS（ステップ1）
有害性ランクSに分類された物質は個人保護具の使用を検討すること（リスクレベルＳ）

有害性ランクEに分類された物質は全てリスクレベル４とする

有害性ランクB（ステップ1）

有害性ランクC（ステップ1）

有害性ランクD（ステップ1）

有害性ランクE（ステップ1）

リスクの見積り 例：コントロール・バンディング

Step 3 化学物質の有害性ランクおよびリスクレベルの表示

（厚労省方式）



リスクの見積り 例：コントロール・バンディング

Step 4 作業のリスクレベルと対策シートの表示

（厚労省方式）

リスクレベルに応じた対策

リスクレベル
リスク低減対策

(方針)
具体的な対策例

リスクレベル１ 全体換気
全体換気装置の設置

労働者への教育・訓練

リスクレベル２ 局所排気
局所排気装置の設置

設備の維持・管理

リスクレベル３ 封じ込め
設備の密閉化、囲い式局所排気装置の
設置

リスクレベル４ 特殊
専門家への相談
(原料の代替、工程の密閉など）

リスクレベルS 保護具 皮膚や眼に対する個人用保護具の使用



リスクの見積り 例：コントロール・バンディング

Step 4 作業のリスクレベルと対策シートの表示

（厚労省方式）

レポートおよびリスクレベルに応じた管理対策シートが出力されます

アセトン 計量作業の例

Step 1 で選んだ作業と、Step 3 までのリスクレベルに応じて対策シートが選択表示される。
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リスクの見積り 例：コントロール・バンディング

Step 4 作業のリスクレベルと対策シートの表示

（厚労省方式）

管理対策シートの例
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リスクの見積り 例：コントロール・バンディング

Step 4 作業のリスクレベルと対策シートの表示

（厚労省方式）

なお、対策シートはリスク低減措置の検討の参考としていただく材料です。
換気設備、保護具などの必要性について検討いただくとともに、より詳細なリスクアセスメントに向
けたスクリーニングとしても使用することが可能です。

リスクレベルが４のときは、物質の代替化をまず検討し、
困難な場合は専門家に相談するなどの対策が示されている。

2017/1/26
コントロール・バンディングのシステム
内に用意された全ての対策シートを、厚
生労働省HPに掲載しました。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunit
suite/bunya/0000148537.html

事業場の作業に対応するシートをご活用
ください。



リスクの見積り 例：コントロール・バンディング

コントロール・バンディングの特徴(続き)

対策シートはリスク低減措置の検討の参考とするための材料です。
換気設備、保護具の使用状況は加味されていません。これらの必要性について検討してください。
また、危険有害性（ハザード）に重みが置かれているため、より詳細なリスクアセスメントに向けた
スクリーニングとしても使用することも可能です。

化学物質などの有害性とばく露の量を相対的に尺度化し、リスクを見積もる方法（厚労省-通達例示）

コントロール・バンディングと同様の考え方を採用しつつ、
「換気条件」、「作業時間」と「修正ポイント」を加味してばく露レベルを推定したものです。

JISHA（中災防）方式

実測値を用いる場合（作業環境測定結果を用いて作業環境濃度レベルを決定）を加味

改良

改良
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①SDSを用い、GHS分類などを参照して有害性
のレベルを区分する。（レベルＳ 省略）

有害性の
レベル

ＧＨＳ分類における健康有害性クラスと区分

A

・皮膚刺激性
・眼刺激性
・吸引性呼吸器有害性
・その他のグループに分類

されない粉体、蒸気

区分２
区分２
区分１

B
・急性毒性
・特定標的臓器（単回ばく露）

区分４
区分２

Ｃ

・急性毒性
・皮膚腐食性
・眼刺激性
・皮膚感作性
・特定標的臓器（単回ばく露）
・特定標的臓器（反復ばく露）

区分３
区分１
区分１
区分１
区分１
区分２

D

・急性毒性
・発がん性
・特定標的臓器（反復ばく露）
・生殖毒性

区分１，２
区分２
区分１
区分１，２

Ｅ
・生殖細胞変異原性
・発がん性
・呼吸器感作性

区分１，２
区分１
区分１

②作業環境レベルと作業時間などから、ばく露
レベルを推定する。

（作業レベルは以下のような式で算出）

作業環境レベル ＝(取扱量)＋(揮発性・飛散性)－(換気)+(修正Pt)

※これらの表はリスクの見積り方を例示するものであり、有害性のレベル分け、
ばく露レベルの推定は仮のものです。

ばく露レベル
作業環境レベル

５以上 ４ ３ ２ １以下

年
間
作
業
時
間

400時間超過 Ⅴ Ⅴ Ⅳ Ⅳ Ⅲ

100～400時間 Ⅴ Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅱ

25～100時間 Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅱ

10～25時間 Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅱ

10時間未満 Ⅲ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ

ばく露レベル

Ⅴ Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ

有
害
性
の
レ
ベ
ル

E ５ ５ ４ ４ ３

D ５ ４ ４ ３ ２

Ｃ ４ ４ ３ ３ ２

B ４ ３ ３ ２ ２

A ３ ２ ２ ２ １

取扱量

多量：３
中量：２
少量：１

揮発性･
飛散性

高：３
中：２
低：１

換 気

遠隔操作・完全密閉：４
局所排気：３
全体換気・屋外作業：２
換気なし：１

③有害性のレベルとばく露レベルからリスク を見積る。

修正ポイント

労働者の衣服手足等に化
学物質等による汚れ：１
労働者の衣服手足等に汚
れが見られない：０

リスクの見積り 例：化学物質などの有害性とばく露の量を相対的に尺度化し、リスクを見積もる方法（通達で例示）



“相対的に尺度化した方法”の考え方を活用して、化学物質を取り扱う３業種の具
体的な作業と代表的取扱い物質を反映したリスクアセスメント支援シートを作成

オフセット印刷・グラビア印刷編

工業塗装編

めっき編

中小規模事業場でも使っていただけるよう、できるだけ簡単にしていますので、ご活用ください。

工業塗装の一例

リスクの見積り 例：化学物質などの有害性とばく露の量を相対的に尺度化し、リスクを見積もる方法（通達で例示）
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欧州化学物質生態毒性・毒性センター（ECETOC）が提供するREACH対応のリスクア
セスメントツール（ECETOC- TRA）。
定量的評価が可能

http://www.ecetoc.org/tra (英語)

リスクの見積り 例：ECETOC-TRA

ECETOCのサイトからエクセルファ
イルをダウンロードして使う。
日本語版の操作マニュアルを職場の
あんぜんサイトで提供
日本化学工業協会提供では、BIG Dr. 
worker(日本語インターフェース)を開発・
公開
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気中濃度の測定方法

◆作業環境測定
◆個人ばく露測定
◆簡易な測定（検知管、パッシブサンプラーなど）

リスクは許容範囲を超えている

ばく露限界値*

リスクは許容範囲内であるとみなす

*許容濃度、
TLV-TWA

実際に、化学物質などの気中濃度を測定し、ばく露限界値と比較する方法は、最も基本的な方法
として推奨されます。

ばく露量
(実測値)

作業環境測定

リスクの見積り 例：実測値を用いる方法

バッジ型
パッシブ
サンプラー

このうち、検知管を用いたリスクアセスメント手法について、本年度事業でとりまとめ中
検知管を用いた方法のメリット・デメリット
…簡単な方法のため、専門家でなくても事業場の担当者で実施可能
…安価に実施できる
…精度が低くなる場合がある
…共存ガスの影響を受けやすい など
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現在とりまとめ中のものを簡単に紹介

リスクの見積り 例：検知管を用いたリスクアセスメント手法

検知管とは
ガス状の化学物質と特異的に反応する検知剤が充填された、内径2~6mmのガラス管を差し、
反応により変色した検知剤の先端の目盛を読むことで、ガス中の化学物質濃度を測定する器具。
使用前の検知管の両端は密封されており、使用する際に両端をカットし、検知管の空気吸引口
側に装着して、空気採取器のハンドルを引っ張って、一定時間空気を吸入させ、測定する。

手順
1. 対象物質の確認・ばく露限界値の調査

• 検知管で測定可能な物質かどうか
• 有害性・ばく露限界値情報の入手

2. 対象作業の決定
• 作業時間等の詳細確認

3. ばく露の有無と程度の検討
• ばく露が極端に高い又は低い作業を確認

4. 検知管を用いた測定の実施
• 原則として短時間作業を対象に測定を実施

5. 測定結果の評価とリスクの判定
• ばく露限界値と比較してリスクを見積もる
• 測定値の処理と安全係数等を算入

支援シート
ばく露限界値や測定値を入力・評価するためのエクセルシート

を作成・提供予定



リスクアセスメント手法の選択

定性的な簡易な手法
（コントロールバンディングなど）

定性的なより詳細な手法
（JISHA方式など）

定量的な手法
（検知管等による簡易測定）

定量的な手法
（個人ばく露濃度の測定）

易

着
手
の
し
や
す
さ

難

低

精
度
（
専
門
性
）

高

定量的な手法
（数理モデルによる推計）
(ECETOC-TRA、BICDr.等)

事業場では、各事業場のリスクアセスメントの実施体制等の状況に応じ、それぞれのリ
スクアセスメント手法の特徴（難易度や精度の違い）を総合的に判断して選択すること
ができる。
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リスクアセスメント手法の選択（例）

スタート

検知管法

他の実測法

特化則、有機則等
対象物質か

特化則、有機則等
の措置状況を確認

実測を
してみるか

検知管で測定
可能な物質か

より詳細な
RAが必要か

コントロール・
バンディング等

より詳細な
RAが必要か

ECETOC-TRA
BIGDr. Worker等

リスク低減対策の
検討

※このフローは一例です。別の枝分かれに移ったり、元にも
どったりすることを妨げるものではありません。

Yes No No

No

Yes

Yes

Yes

YesNo

হ
঵
ৃ
द
म
␓
૚
হ
঵
ৃ
भ
ۇ
ڶ
भ
ৰ
઱
৬
਑
ಉ
भ
૾
ய
प
ૢ
ग
␓
૚
ۇ
ڶ
ু
১

भ
્
ඉ
␟
୔
ಔ
২
ृ
ಖ
২
भ
ୀ
ः
␠
॑
੕
়
৓
प
ਖ਼
૵
ख
थ
৭
උ
घ
ॊ
ऒ
ध
ऋ
द

ऌ
ऽ
घ
␔

ල
ಔ
ऩ
ু
১
द
জ
५
ॡ
ऋ
ৈ
ः
ध
औ
ो
ञ
ৃ
়
म
␓
জ
५
ॡ
॔
७
५
ও
থ
ॺ
भ
৯

৓
प
ป
␷
ञ
ৌ
ੁ
प
ण
ऩ
ऋ
ॊ
े
अ
␓
े
ॉ
ถ
಍
ऩ
ু
১
॑
ষ
अ
ऩ
न
ಲ
ਢ
৓
ऩ

਄
ॉ
ੌ
ा
॑
उ
ൢ
ः
ख
ऽ
घ
␔

場合により
実測法を検討



取り扱う化学物質や作業に潜む代表的な危険性やリスクを「知る」ための支援ツー

ル（スクリーニング支援ツール）を作成

支援ツールの構成

代表的な発火・爆発等の危険性やリスクを「知る」ための簡易なチェックフロー

チェックフローの回答内容を記載する結果シート

代表的な発火・爆発の危険性やリスク低減措置の紹介・説明資料（ガイドブック）
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④リスク低減措置導入状況

③設備・機器の危険性

②プロセス・作業の危険性

①化学物質の危険性

【チェックフロー】

回答結果

結果シート
整理用シート
整理用シート

スクリーニングの実施

継続した危険性等の確認

保管

危険性の調査

化学物質の
危険性情報

記載

回答結果

回答結果

対策

対策の検討

ガイドブック
などの活用

結果シート

回答結果

回答結果

対策

支援ツール

爆発・火災等のリスクアセスメントのためのスクリーニング支援ツール



爆発・火災等のリスクアセスメントのためのスクリーニング支援ツール

スクリーニング支援ツール例
「はい」か「いいえ」で答えるだけ
代表的な危険性や事例を知ることができる

リスク低減措置の導入状況も確認できる

危険性が顕在化するシナリオや可能性の検討を
支援

問いに「はい」と答えた場合

「危険性の程度が大きい」、「危険性が顕在化す
るおそれがある」ことを指す

各フローで１つでも「はい」を選んだ場合、爆発・
火災等が起こる危険性が高いことを指す

問いに「いいえ」と答えた場合

「危険性の程度は大きくない」、「危険性の顕在
化を低減するための対策が取れている」ことを指
す

全フローで、すべて「いいえ」を選んだ場合、爆
発・火災等が起こる危険性の程度が大きくないこ
とを指す

例：【作業・プロセスの危険性】
のチェックフロー



リスク低減措置の実施
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◆労働安全衛生法に基づく労働安全衛生規則や特定化学物質障害予防規則などの
特別則に規定がある場合は、その措置をとる必要があります。

◆次に掲げる優先順位でリスク低減措置の内容を検討します。

リスクアセスメントの結果に基づき、労働者の危険または健康障害を防止するための措
置の内容を検討してください。

ア．危険性または有害性のより低い物質への代替、化学反応のプロセスなどの運転条件の変更、
取り扱う化学物質などの形状の変更など、またはこれらの併用によるリスクの低減

※危険有害性の不明な物質に代替することは避けるようにしてください。
イ．化学物質のための機械設備などの防爆構造化、安全装置の二重化などの工学的対策または

化学物質のための機械設備などの密閉化、局所排気装置の設置などの衛生工学的対策

ウ．作業手順の改善、立入禁止などの管理的対策

エ．化学物質などの有害性に応じた有効な保護具の使用

リスク低減措置の内容の検討ステップ３

• 検討したリスク低減措置の内容を速やかに実施するよう努めます。
• 死亡、後遺障害または重篤な疾病のおそれのあるリスクに対しては、暫定的措置を

直ちに実施してください。
• リスク低減措置の実施後に、改めてリスクを見積もるとよいでしょう。

ステップ４
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１ 周知事項
① 対象物の名称
② 対象業務の内容
③ リスクアセスメントの結果（特定した危険性または有害性、見積もったリスク）
④ 実施するリスク低減措置の内容

２ 周知の方法は以下のいずれかによります。 ※SDSを労働者に周知する方法と同様です。
①作業場に常時掲示、または備え付け
②書面を労働者に交付
③電子媒体で記録し、作業場に常時確認可能な機器(パソコン端末など）を設置

３ 法第59条第１項に基づく雇入れ時の教育と同条第2項に基づく作業変更時の教育におい
て、上記の周知事項を含めるものとします。

４ リスクアセスメントの対象の業務が継続し、上記の労働者への周知などを行っている間
は、それらの周知事項を記録し、保存しておきましょう。

リスクアセスメントを実施したら、以下の事項を労働者に周知します。

リスクアセスメント結果の労働者への周知ステップ５

【労働者への教育】

リスクアセスメントの結果やSDSを労働者に配布するだけで理解させることは難しい。

化学物質のリスクは量で判断する。適切に管理することが重要。労働者の不安を払しょくするた
めにも、教育が重要。
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施行後は危険有害性を有しているSDS交付義務対象物質が、ラベル表示された化学品とし
て流通することになるので、このラベル表示を効果的に活用することで、ユーザー企業での
SDSの確認及び適切なリスクアセスメント実施を促進する。すなわち、化学品を受け取った事
業者が、ラベルを見て有害性等に気づき、アクション（SDSの確認とリスクアセスメントの実
施）を取るよう、川上（製造者等）から川下（ユーザー）までの各者の役割に応じた支援や地
域全体の取組を促進する対策をパッケージとして実施する。（「ラベルでアクション」プロジェ
クトの実施）

～事業場における化学物質管理の促進のために～

ラベル表示の範囲が、640物質まで拡大され、ラベルのある化学品が多く流通。

労働者それぞれがラベルの内容をしっかり理解でき
るよう、事業者はラベル教育を行いましょう
化学品を出荷するメーカー、流通会社は、もれなく
ラベル表示・SDS交付をおこないます

事業者や労働者
ラベルを見て

危険有害性に気づく

SDSを確認SDSを確認
SDSがなければ供給
元に交付を求める

危険有害性に応じた危険有害性に応じた
リスクアセスメント

を行う
事業者は

労働者は 絵表示で
危険有害性を確認

リスクアセスメントの
結果をみて対策を行う

化学物質が来る ラベルを見る アクション！



製造メーカー・輸入商社

商社、代理店、特約店など

○○株式会社
（ユーザー）
○○株式会社
（ユーザー）

２次店、３次店

初
回
Ｓ
Ｄ
Ｓ

更
新
Ｓ
Ｄ
Ｓ

＜課題＞
メーカーが交付しないこと

がある
（リピート品を除く）

流通過程で途切れてしまう
ことがある（販売先ごとに
SDSの交付状況を管理する

のが困難）

ＳＤＳの増し刷りなどに手
間と経費がかかる

社長

購買部

研究開発部

工場

化
学
物
質
含
有
製
品

初
回
Ｓ
Ｄ
Ｓ

更
新
Ｓ
Ｄ
Ｓ

購買部でとどまり

作業現場に伝わらないこと
がある

ＳＤＳの内容が
難しく理解できない

（ＳＤＳ入手の必要性を感
じない）

初
回
Ｓ
Ｄ
Ｓ

更
新
Ｓ
Ｄ
Ｓ

化学物質等の危険有害性情報のフロー

最新の更新ＳＤＳが伝達さ
れないことがある

危険有害性情報の確実な伝達のために～SDSを交付していますか？

リピート品のSDS交付を
省略するために、販売先
ごとのSDS交付状況を
管理していますか？

製造者・輸入者から
受け取ったSDSを確実に

販売先に提供していますか？

改訂したSDSを必ず使用者
に提供し、改訂箇所、改訂
理由がわかるようにして

いますか？

海外から輸入したものを、
国内で最初に譲渡・提供する

場合、日本語で作成した
SDSを交付していますか？

＜チェック項目＞



譲渡提供者
（製造者・輸入者等）

SDS

譲渡提供先
（使用者等）

1. 相談窓口（コールセンター）を設置し、電話やメール等で相談を受付
SDSやラベルの作成、リスクアセスメント（「化学物質リスク簡易評価法」の使い方等）について

2. 専門家によるリスクアセスメントの訪問支援
相談窓口における相談の結果、事業場の要望に応じて専門家を派遣、
リスクアセスメントの実施を支援

リスクアセスメント
を実施

SDS・ラベル
を作成

※「化学物質リスク簡易評価法」の支援サービス
センターが入力を支援し、評価結果をメール等で通知

事業者 コールセンター

使用物質、作業内容等

評価結果を通知
（メール、FAX）

入力を支援

リスクアセスメント実施に対する相談窓口、専門家による支援
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ラベル表示・SDS交付義務対象物質の追加

経緯
• 平成12年、安衛法施行令別表第9制定。平成18年、3物質追加、現在の640物質となる。

物質の選定基準
• 日本産業衛生学会又は米国労働衛生専門家会議（ACGIH）において許容濃度等が勧告された物

質、労働災害の原因となった物質から選定

検討過程
• 化学物質のリスク評価にかかる企画検討会（平成27年度から）

• 平成27年9月の報告書
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27物質については
ラベル・ＳＤＳ義務対象物質に

追加

12物質については
継続検討

2物質については
追加を見送り

政省令改正
平成28年2月24日公布
平成29年3月1日施行

平成28年度
検討会報告

取りまとめ予定



追加される物質（平成29年3月1日施行）追加される物質（平成29年3月1日施行）

亜硝酸イソブチル

アセチルアセトン

アルミニウム

エチレン

エチレングリコールモノブチルエーテルアセタート

クロロ酢酸

Ｏ―３―クロロ―４―メチル―２―オキソ―２Ｈ―
クロメン―７―イル＝Ｏ′Ｏ′′―ジエチル＝ホスホロ
チオアート

三弗化アルミニウム

Ｎ，Ｎ―ジエチルヒドロキシルアミン

ジエチレングリコールモノブチルエーテル

ジクロロ酢酸

ジメチル＝２，２，２―トリクロロ―１―ヒドロキ
シエチルホスホナート（別名DEP）
水素化ビス（２―メトキシエトキシ）アルミニウム
ナトリウム

譲渡提供者によるラベル表示、ＳＤＳ交付、製造・取扱い事業者によるリスクアセスメントが
必要となる物質は下記の２７物質です。

テトラヒドロメチル無水フタル酸

Ｎ―ビニル―２―ピロリドン

ブテン

プロピオンアルデヒド

プロペン

１―ブロモプロパン

３―ブロモ―１―プロペン（別名臭化アリル）

ヘキサフルオロアルミン酸三ナトリウム

ヘキサフルオロプロペン

ペルフルオロオクタン酸

メチルナフタレン

２―メチル―５―ニトロアニリン

Ｎ―メチル―２―ピロリドン

沃化物
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ラベル表示・SDS交付義務対象物質の追加の検討

1-クロロ-2-プロパノール

2-クロロ-1-プロパノール

テルブホス

ほう酸

ジアセチル

硫化カルボニル

ポートランドセメント

アスファルト

t-アミルメチルエーテル

フェニルイソシアネート

第4回化学物質のリスク評価に係る企画検討会（平成29年1月12日開催）における報告書（案）より

シリカ（非晶質のものに限る。）

対象物質に追加とされたもの 対象物質から除外するとされたもの

酸化マグネシウム

滑石

ポリ塩化ビニル

綿じん（未処理原綿）

粉状物質全体の取り扱いと併せて継続検討と
されたもの

今後、報告書のとりまとめ、所要の手続きを進める予定です。（施行時期未定）
なお、上記の報告事項は変更される可能性がありますので、ご了承ください。



ご清聴有り難うございました。


